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＜アンケート内容と結果＞

1

Q. 新型コロナウイルス感染症を機に、テレワークを導入する企業が増えて
います。貴社ではテレワークを導入していますか？（2ページ）

Q. 「導入している」と回答された方に質問です。それは社内の実施率でい
うと何％くらいですか？(半角数字)（4ページ）

Q. テレワークを導入して、業務の効率性に変化はありましたか？（6ペー
ジ）／それはなぜですか？（自由回答）（6～8ページ）

「新型コロナウイルス感染症の広がりを機に導入した」194社（22.2％）
「新型コロナウイルス感染症が広がる前から導入している」174社（20.0％）
「今後導入する予定」124社（14.2％）
「導入するつもりはない」380社（43.6％） （n=872）

テレワーク実施率100％の企業は75社（回答企業の20.4％）
実施率80％以上の企業は137社（同37.2％）
実施率50％以上の企業は270社（同73.4％）
（10％ごとの結果は4ページ参照） （n=368）

「効率が良くなったと思う」123社（33.5％）、「変わらない」130社（35.3％）
「効率が悪くなったと思う」64社（17.4％）、「わからない」51社（13.9％） （n=368）

Q. 「テレワークを導入するつもりはない」とご回答された方に質問です。
それはなぜですか？（5ページ）

「業務上、テレワークを導入できない」240社（64.7％）
「導入したいと思わない」86社（22.6％）
「自宅兼事務所のため」13社（3.4％）
「導入したいがどうしたらよいかわからない」8社（2.1％） その他 （n=380）



新型コロナウイルス感染症が日本国内で確認されてから約半年、この間、感染者は増え続け、また多

くの企業が経営に直接的な影響を受けています。

そんな中で注目されているのがテレワークです。外出自粛が続く中、それまで例外的な運用が多かっ

た在宅勤務を採用する企業が増えました。仕事やコミュニケーションの手法を見直すきっかけになる

かもしれません。新しい働き方、新しい業務のあり方を模索する動きが各方面で進んでいます。

こうした状況を踏まえ、中小企業経営者に対して、テレワークの導入状況やその評価などに関するア

ンケート調査を行いました。本レポートはその結果をまとめたものです。

ウィズコロナ時代における変わる働き方・テレワーク導入企業の拡大

テレワークとはICT（情報通信技術）を活用し、時間や場所を越えて行われる柔軟な働き方のことである。

これまでも多様な働き方を支えるものとして導入して

いる企業はあったが、新型コロナウイルス感染症の拡

大によりさらに注目されるようになった。

まずは中小企業におけるテレワークの導入状況に関す

る結果から見てみたい。

「新型コロナウイルス感染症の広がりを機に導入し

た」と回答した企業は全体の22.2％、このタイミン

グでテレワークを導入した企業が一気に増えたことが

わかる。

また、同感染症が広がる前から導入していた企業も

20.0％に及ぶ。テレワークをすでに導入している企

業は合計で42.2％となった。さらに、現段階では導

入していないが、「今後導入する予定」と回答した企

業も14.2％に及んだ。

一方、「導入するつもりはない」と回答した企業は

43.6％となり、これはもっとも多い回答結果であっ

た。

新型コロナウイルス感染症の
広がりを機に導入した ---------- 194

新型コロナウイルス感染症が
広がる前から導入している ------ 174

今後導入する予定 --------------------------------- 124
導入するつもりはない ----------------------------- 380

●

●

●
●

n＝872
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Q. 新型コロナウイルス感染症を機に、テレワーク
を導入する企業が増えています。貴社ではテレワー
クを導入していますか？

1. テレワーク導入状況

1-1. テレワーク導入状況

22.2%

20.0%

14.2%

43.6%

導入する
つもりはない

新型コロナウイルス感染症が
広がる前から導入している

新型コロナウイルス感染症の
広がりを機に導入した

今後導入する予定

導入している
企業の合計
42.2%
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45.6%

50.6%

60.4%

57.1%
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全体（n＝781）

サービス業・その他（n＝538）

卸売業（n＝79）

建設業（n＝83）

製造業（n＝53）

小売業（n＝28）

【業種別】テレワーク導入状況

新型コロナウイルス感染症の広がりを機に導入した

新型コロナウイルス感染症が広がる前から導入している

今後導入する予定

導入するつもりはない
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37.0%
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45.6%
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47.2%

50.0%

71.4%

80.0%

60.4%

57.1%

57.1%

50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計（n=781）

情報通信業（n=29）

教育、学習支援業（n=18）

学術研究、専門・技術サービス業（n=72）

生活関連サービス業、娯楽業（n=27）

サービス業（他に分類されないもの）（n=273）

卸売業（n=79）

複合サービス業（n=12）

建設業（n=83）

金融業、保険業（n=3）

不動産業、物品賃貸業（n=53）

運輸業、郵便業（n=20）

宿泊業、飲食サービス業（n=7）

医療、福祉（n=15）

製造業（n=53）

小売業（n=28）

電気、ガス、熱供給、水道業（n=7）

漁業（n=2）

【業種別（詳細版）】テレワーク導入状況

新型コロナウイルス感染症の広がりを機に導入した 新型コロナウイルス感染症が広がる前から導入している

今後導入する予定 導入するつもりはない

そのテレワーク導入状況について、

業種別の傾向を整理したのがこの２

つのグラフである。

「サービス業・その他」の導入率が

大きくなっている一方、製造業や小

売業の導入率が低い傾向がみられる。

また、より詳細な業種分類では、

「情報通信業」「教育、学習支援

業」「学術研究、専門・技術サービ

ス業」の導入率が高い結果となった。

最も導入率が高かった「情報通信

業」では、新型コロナウイルス感染

症が広がる前から導入していた企業

が44.8％とこれも大きな割合だった

が、加えて感染の広がりを受けて導

注）
総回答企業（872社：前ページ）のうち、業種が判明している781社に限定して業種別傾向の検証を実施。そのため、前ペー
ジのグラフの割合（％）と本ページの「全体」（％）には違いがある。

入した37.9％もあわせると、実に82.7％がすでに導入していることがわかった。
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続けて、テレワークを実施していると回答した企業に対し、その実施率を聞いた質問の結果が以下である。

1-2. テレワークの社内実施率

100%

99～90％

89～80％

79～70％

69～60％

59～50％

49～40％

39～30％

29～20％

19～10％
9～0％

テレワーク：社内実施率

100％ 75（回答企業の20.4％）
99～90％ 22（同6.0％）
89～80％ 40（同10.9％）
79～70％ 26（同7.1％）
69～60％ 10（同2.7％）
59～50％ 97（同26.4％）

49～40％ 9（同2.4％）
39～30％ 25（同6.8％）
29～20％ 32（同8.7%）
19～10％ 23（同6.3％）
9～0％ 9（同2.4％）

n＝368

テレワーク実施率が8割以上の合計
37.2%

もっとも多かったのは「59～50％」の枠で回答した企業で、回答企業全体の26.4％を占めている。おおよそ半分くらいの実

施イメージだということになるだろう。次いで多かったのが「100％」と回答した企業で、全体の20.4％を占めている。

実施割合が少ないと回答した企業もあるが、この結果から50％以上の回答企業が全体の73.4％に、80％以上の回答に限って

言えば37.2％にのぼっている。テレワークを導入している企業では、実施割合が高めのスコアを示している傾向がみられる。
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Q. 「テレワークを導入するつもりはない」とご回答された方に質問です。
それはなぜですか？

・感染対策しているから問題ない
・コミュニケーションが取れないため
・テレワークでできる仕事が限定的だから

・従業員のリテラシーの問題 など

n＝380

1-3. テレワークを導入しない理由

新型コロナウイルス感染症の広がりを受けてテレワークを導入する企業が増える一方、導入していない企業もある。2ページ

で示したテレワークの導入状況を問う設問では、もっとも多かったのが「導入するつもりはない」の43.6％であった。

その「導入するつもりはない」と回答した企業に対してその理由を聞いた結果が次ページのグラフである。

テレワークを導入するつもりはない理由としてもっとも多かったのが「業務上、テレワークを導入できない」の246社で、回

答企業の64.7％に及んだ。

3ページの「業種別（詳細版）・テレワーク導入状況」で示したように、「テレワークを導入するつもりはない」と回答した

企業が多かった業種は「医療、福祉」（80.0％）、「宿泊、飲食サービス業」（71.4％）、「金融業、保険業」（66.7％）、

「製造業」（60.4％）、「小売業」「電気、ガス、熱供給、水道業」（ともに57.1％）などであった。こうした業種では業

務の特性上、テレワークを導入しにくいことがうかがえる。

その他、「導入したいと思わない」（87社、回答企業の22.9％）、「自宅兼事務所のため」（13社、同3.4％）などと続く。

このほか、少数派ではあるが、「導入したいがどうしたらよいかわからない」「導入したいが予算に余裕がない」「家族経営

のため（必要ない）」などの理由が続いた。
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2. テレワークと業務の効率性

2-1. テレワーク導入により業務効率に変化はあったか

33.4%

35.3%

17.4%

13.9%

効率が良くなったと思う --------- 123
変わらない ---------------------- 130
効率が悪くなったと思う --------- 64
わからない ----------------------- 51

●
●
●
●

n＝368

Q. テレワークを導入して、業務の効率性に変化は
ありましたか？

わからない

変わらない

効率が良くなったと思う

効率が悪くなった
と思う

新型コロナウイルス感染症の拡大により注目され

ているテレワークについては、時間や場所を有効

に活用することにより柔軟な働き方を実現し、さ

らにコスト削減や業務の生産性も向上させること

ができると期待する声が大きい。

しかし実態はどうだろうか。ここでは現在テレ

ワークを導入していると回答した368社に対し、

業務効率に変化があったかを聞いている。

もっとも多かったのは「変わらない」で35.3％、

近い結果として「効率が良くなったと思う」の

33.4％であった。一方、「効率が悪くなったと思

う」との結果も17.4％となり、テレワークによる

効率性については意見が分かれる結果となった。

2-2. テレワーク導入により効率が良くなった理由

右のグラフは、テレワーク導入により「効率が良

くなったと思う」と回答した企業に対し、その理

由を聞いた結果である。

もっとも多かったのが「通勤・移動時間削減」、

次いで「遠隔での業務環境が改善した」「在宅勤

務が可能に」「いつでもどこでも仕事ができる」

などである。通勤や移動の時間が削減されること

により、時間を効率的に使えるようになったこと

を挙げる経営者が多いことがわかった。

また、少数派の意見としては「経費削減（交通費

など）」「オフィス削減（その検討）」など、具

体的に経費の削減効果を挙げる回答もみられたほ

か、コミュニケーションや情報共有が円滑になっ

たとの声も挙がった。
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効率が良くなった理由

・働き方改革が進んだ
・必要な仕事、そうでない仕事を区分できた
・仕事に集中できる

・社員が希望する働き方の実現 など
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2-3. テレワークを導入しても効率性に変化がなかった理由

テレワークを導入しても、効率性の面で変化がな

かったと回答した企業に対し、その理由を聞くと

右グラフのような結果になった。

変化がみられなかった理由としては、「もともと

やっていたから」「効果が感じられなかった」

「良い面も悪い面もある」「業務内容に変化はな

いから」などが続いた。以前からテレワークを導

入している企業は、実感として効果を感じる機会

がないのかもしれない。また効率性については良

い面や悪い面があることや、効果事態を感じられ

ることがない、などの回答も目立った。

テレワークを実施することにより、どのような効

率化が図られるのかを事前に検討し、さらにそれ

が結果としてどうだったかを検証する作業が、こ

うした取り組みを行う上では重要だろう。

2-4. テレワークを導入して効率が悪くなった理由
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テレワークを導入したが、効率が悪くなったと考

える企業に対して、その理由を聞いた結果が右の

グラフである。

もっとも多かったのが「コミュニケーションが取

りづらい」であった。次いで多かった「対面での

打合せや現場対応が必要」「インフラ・IT環境

が整っていない」などと合わせて結果を検証する

と、テレワーク実施上の課題としては円滑なコ

ミュニケーションを行えるツールの準備と、対面

での業務や現場対応も想定した環境整備が求めら

れることがわかる。少数意見としては、「業務管

理が難しい」「業務指示に対面より時間がかか

る」などがみられ、管理側の課題もうかがえる。
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IT

・事業に支障のない範囲で実施しているため
・意思疎通しにくいから
・まだ模索中

・限定的な実施のため など

・対応力に個人差があるため
・従業員がさぼってしまう
・共同作業に手間がかかるため

・機動力、迅速性が落ちた
・新人教育がやりにくい など
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2-5. テレワークを導入して効率性に変化があったかどうかわからない理由

5

4

3 3

2 2 2 2

7

0

1

2

3

4

5

6

7

8

効
果
を
見
て
い
な
い

総
合
的
な
判
断
が
で
き
な
い

判
断
基
準
が
な
い

フ
ル
稼
働
で
な
い
た
め
比
較
で
き
な
い

ま
だ
実
施
し
て
い
な
い

始
め
た
ば
か
り
だ
か
ら

個
人
差
が
あ
る
か
ら

少
人
数
で
の
実
施
の
た
め
比
較
で
き
な
い

そ
の
他

効率性に変化があったかわからない理由
右のグラフは、テレワークを実施したが効率性に

変化があったかどうかわからないと回答した企業

に対し、その理由を聞いた結果である。

多かった意見は「効果を見ていない」「総合的な

判断ができない」「判断基準がない」などがみら

れ、実際に導入結果について検証できていない現

状が浮き彫りになった。

その他の意見にもあるように、「個人差があるか

ら」「少人数での実施のため比較できない」など、

評価自体が難しいと感じている経営者もいること

がわかる。

テレワークを実施する際には、効果検証を行う上

での判断基準もあわせて準備・検討しておくこと

が大切だと言える。

●アンケート実施概要

実施期間 2020年6月9日～7月29日
回収数 872社
実施主体 フォーバルグループ

アンケート取得方法

アンケート対象

対面・電話・メールによる調査
（感染対策実施の上）
全国の中小企業経営者

・実感がない
・慣れていないから
・特殊な業務のため など

このように、新型コロナウイルス感染症の拡大によりこれまで以上に注目が集まっているテレワークは、中小企業でも多く

の企業が導入を進めている実態が見えてきた。

一方で、テレワーク導入により効率性に変化が生まれたかどうかについては、意見が分かれているのが現状と言えるだろう。

その背景には、あらゆる業務がすべてテレワークの対象にはならないこと、業種によって向き不向きがあることなどがある

ことが考えられる。しかし、本アンケートの回答結果にもみられたように、コミュニケーションが取りづらいことや、IT機

器環境の未整備、効果検証の準備など、対策を講じることで前進する余地はまだまだある。

テレワークは今後の新しい働き方としてますます広がる可能性がある。本アンケートで浮き彫りになった課題を検証しつつ、

どんな工夫をすれば導入できるのかを考え、挑戦し続けていくことが大切だろう。


